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Uplifting of sewage manholes is one of the typical and striking damage pattern observed in the 
area being hit by large earthquakes. A simplified method to estimate the maximum uplift 

displacement of a manhole and settlements of backfill soil under liquefaction is derived based 

on the mechanism of uplift of a manhole under undrained condition of backfill soil. The 

method is capable of evaluating effectiveness of countermeasures against uplift by considering 
excess pore water pressure ratio and/or unit weight of backfill soil. In the present study, the 

 applicability for the case without countermeasures is investigated through comparison with 

experimental results. Results show that measured uplift displacements and settlements are 

within the range predicted by the proposed method. 
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1.は じめに

大地震時にマンホールの浮上が りが生じた事例は数多

く報告されている(図-1)例 えば1句.特に近年,住 宅地の

郊外への広がりと共に,マンホールの浮上がりだけでなく,

マンホールに接続された埋設管の浮上がり被害も増加し

ている.例 えば,2004年 新潟県中越地震では,長 岡市,

小千谷市などで1400箇 所以上のマンホールの浮上がりが

発生し,緊急庫両の通行が阻害されるなど,市民生活に大

きな影響を与えた.被害の重大性に鑑み,国土交通省では,

2006年 に 「下水道 地震対策 緊急整備事業」を創設し,「下

水道地震対策計画」の策定により段階的な目標を定め下水

道施設の耐震化を図ることとしている。特に,マ ンホール

の浮上およびマンホールと本管の接続部の耐震化は 「下水

道地震対策緊急整備計画」として緊急の目標として位置付

けられている7)。

これまでの調査研究により,マンホールや埋設管の浮上

がりの主要因が,それらを設置した後に用いた埋戻し土の

液状化であるとの一致した見解が得られている8,9).また浮

上がりが多く見受けられるのは,周辺地盤が粘性土の卓越

する軟弱地盤で,か つ地下水位が浅い地点である.こ のよ

うな地点では,埋戻し土として粘性土よりも扱いの容易な

山砂などの砂質系の土が用いられることが多く液状化の

発生条件が整っている.

これまで地中埋設構造物の浮上がり被害に関しては多

くの実験的,あ るいは数値解析的研究がなされてきた例えば
鋤.規 矩ら10)は,マンホールの浮上がりには,液 状化土の

鉛直方向の移動が大きく寄与していると考え,土の水平移

動を抑制する75μmの メッシュで作成した枠をマンホー

ルの周辺に設けた場合と,何 も設けない場合について,同

時加振による比較実験を行った.こ の実験はマンホール周

辺の掘削領域をメッシュで区切ることにより模擬 したも

のであるといえる.実 験の結果,マ ンホール周辺にメッシ

ュを設置した場合の浮上量が大きくなる場合があること,

また入力加速度 レベルとともに浮上量も大きくなること

を示した.

マンホールの浮上防止対策についても,埋戻し土の締固

め,固 化改良,砕 石による埋戻し,間隙水圧をマンホール

内に逃がす方法などが考案されており例えば11-13),すでに実

用化されているものもある.し かし,既存のマンホールに

対する浮上防止対策については,有効かつ経済的な方法が

いまだ模索されている.

本田ら14)は消防士に対するアンケー ト調査から,緊 急活

動に支障をきたすマンホールの鉛直変位量は,狭い道路で
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13cm,広 い道路で23cm程 度との回答を得ている.このよ

うなデータに基づき,浮上量を性能目標としてマンホール

を設置する場合には,最大浮上量を適切に評価する必要が

ある.小 関らのは,地 中埋設構造物の浮上に関して安全率

による評価法を提案した.その手法は現在広く用いられて

いるが,そ の方法では,浮 上するかどうかは推定できるも

のの,浮 上量を定量的に予測することはできない.

そこで本研究では,地震時のマンホール浮上量の定量的

推定法を提案する.これにあたり,地震前の地盤高さを基

準に,マンホールが浮上した体積と埋戻し土の沈下体積と

が等体積であるという条件下で力のつりあい式を解く事

により,マンホールの最大浮上量と埋戻し土の最大沈下量

の推定式を導出する.さ らに,そ の適用性を確認するため

遠心模型実験結果との比較考察を行う.

図-1マ ンホールの浮上事例(2003年 十勝沖地震)

2.マ ンホールの最大浮上量の推定式

大地震時にマンホールが浮上する第一義的な要因は,埋

戻し土の液状化である.液状化による過剰間隙水圧の上昇

によりマンホール底面に作用する上向きの力が,マ ンホー

ルの自重,側 面に作用する摩擦力および下水管接続部の抵

抗力の合力を上回ったとき,浮 上がりが生じる.た だし,

いったん浮上がった後沈まないためには,マンホール直下

に埋戻し土が回り込まなければならない.し たがって,浮

図-2理 想されたマンホール,埋 戻し土および原地盤

上過程が非排水条件だと仮定すれば,マ ンホール直下に回

り込んだ土の体積分,す なわち浮上したマンホール本体の

体積分の沈下が埋戻し領域に発生すると考えてよい.こ

こでは,上 で述べた力のつりあい式を,マ ンホールの浮上

体積と埋戻 し土の沈下体積が等しいという条件の下で解

くことにより,マンホールの最大浮上量と埋戻し土の最大

沈下量の推定式を導出する.これにあたり仮定する事柄は

以下の通りである.

(1)浮上過程は非排水(体 積不変)と する.

(2)周辺地盤は一様に沈下する.

(3)マンホー一ルは傾斜することなく鉛直にのみ移動する.

(4)地下水面以浅の夢腋 状化層厚は不変とする.

(5)簡略化のためマンホールに接続する埋設管は無視する.

2.1最大浮上量推定式の定式化

最大浮上量の推定式を導出するに当たり,図-2に 示す

ように,1辺の長さがaの正方形の掘削範囲の中に,鉛 直長

さhのマンホールを考える.こ こで,掘 削深さはマンホー

ルの長さhよりも大きいとする.マ ンホールの直径はcで,

単純化のため上下面を閉じた中空円柱とする.ま た,地 表

面からの地下水位深さを4とする.

先に述べたように,マ ンホールの浮上体積とその直下に

回り込んだ土の体積とを等値すれば

(1)

を得る.こ こで,マ ンホールの浮上変位量を邸 埋戻し土

の沈下変位量を△sとする.式(1)を 邸 こついて整理すれば

(2)

次に,浮 上がりが発生する瞬間のマンホール底面での力

のつ りあいを考えると,図-2に 示す ように,マ ンホール

の自重による力乃 とマンホール周面に作用する摩擦力瓦

とが,浮 上力瓦とつ りあっているので,

(3)

ここで,式(3)の 左辺を図-2に 示すパラメータで書き直す

と,

(4)

ここで,筋 はマンホールの単位体積重量,乃 は水の単位体

積重量である.また,地 下水位以浅についてのみ側面摩擦

力が生じるものと仮定すれば,瓦 は,

(5)

となる.た だし,Kは 側方土圧係数,σ ν'は鉛直有効応力,

どはマンホール側面と土の摩擦角である.
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また,液 状化による過剰間隙水圧uに よりマンホール底

面に作用する鉛直上向きの力は,

(6)

ここで,γtは地下水位以浅の非液状化土層の単位体積重量,

γは液状化土層の水中単位体積重量(γ=γsat-γw),β は過

剰間隙水圧比である.こ こで,式(4)と 式(6)を式(3)に代入

し,趣 について解 くと,

(7)

を得る.さ らに,式(7)を 式(2)に代入 し,△fについて解 くと

マンホールの最大浮上量推定式として,

(8)

を得る.ま た,式(8)を 式(7)に代入し整理すると,埋 戻 し

土の最大沈下量推定式として次式を得 る.

(9)

上で導出したマンホールの最大浮上が り量の推定式(式

(8))に ついて,以 下のよ うに単純化 した場 合について考察

する.す なわち,

(1)埋 戻し土は完全に液状化する(β=1.0)

(2)地下水面が地表面に一致(d=0)

(3)マ ンホール直径に比べ掘削範囲が十分広い(c/2a→0)

以上を仮定すれば,式(8)は 次のようになる.

(10)

この場合,最 大浮上がり量はマンホールと液状化土の単位

体積重量の比の関数であることがわかる.

2.2地 下水位,非 液状化土層の単位体積重量 摩擦の有無

と最大浮上量の関係

ここでは,2.1節 で仮定 した(1)から(3)の内,(1)と(3)のみ

を仮定する.す ると式(8)よ り最大浮上量は次式で表 される.

(11)

図-3(a)は,式(11)に おいてFs=0の 場合について,横 軸に

非液状化土層の層厚d,縦 軸に最大浮上量 △fをマンホール

の長 さhで正規化 してプロッ トしたものである.同 図中に

表-1地 盤の諸元

表-2マ ンホールの諸元

図-3マ ンホール高さhで 正規化した地下水位深さ

と最大浮上がり量との関係:(a)周面摩擦を考慮 しない

場合,(b)周面摩擦を考慮した場合

は,非 液状化土層の単位体積重量γtを変化させた場合につ

いても比較する.図-3を 描画するに当たり用いた地盤の

諸元を表-1に,マ ンホールの諸元を表-2に 示す.ただし,

これらの値は,後で述べる遠心模型実験で用いた模型のプ

ロトタイプ換算値である.図-3(a)よ り,地 下水位が深い

ほど,す なわちdが大きいほど,ま た非液状化層の単位体
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積重量が小 さいほど,浮上がり量が小 さくなることがわか

る.こ のことはマンホール底面深 さでの初期有効上載圧が

小 さいほど浮上が り量が小さくなることを示 している.

次に図-3(b)は,非 液状化土層におけるコンク リー トと

土の摩擦角を10°とし,式(5)に より側面摩擦を考慮 した場

合の浮上量を示 したものである.同 図より,地 下水面が深

いほど側面摩擦力が大きくなるので沈下量が減少するこ

とがわかる.例 えば 今回用いたパラメータで計算すると,

d/h=0.5の とき,摩 擦がない場合(図-3(a))と 比較 した

浮上が り量の低減率は約30%程 度である.

23掘 削幅 と最大浮上量の関係

次に,掘 削幅aが,最 大浮上量,最 大沈下量およびそれ

らの和である鉛直変位量に与える影響について考察す る.

ただし,図-3(b)と 同様,非 液状化層での摩擦力の影響を

考慮する.ま た,先 と同様に地下水位に対する浮上量に着

目すると,掘削幅とマンホールの直径 との比a/cをパラメー

タとして図-4に 示す曲線群が得 られる.同 図(a)より,正

規化 された非液状化層厚d/hに対 して,掘 削幅直径比a/cが

大きいほど最大浮上量 △flま大きくなるが,同 比が5か ら20

にかけて浮上量が収束 していることがみて とれる.一 方,

埋戻 し土の沈下量については,逆 の傾向となり,掘 削幅直

径比が大きいほど沈下量は小さくなっている.し か し,同

図(c)より,鉛 直変位量は,掘 削幅直径比によらず,地 下水

位深さのみの関数となることがわかる.これは式(8)および

(9)より明らかであるが,浮上体積と沈下体積を等値してい

るため,掘 削幅が大きくなるほど,地 表面沈下量が浮上量

に及ぼす影響が相対的に小さくなることに起因している.

2.4埋 戻し土の液状化安全率と最大浮上量の関係

液状化安全率(FL)は,液 状化判定に際して広く用いら

れているものであり,ここでは埋戻し土を対象 にこれを用

いる.液 状化安全率と過剰間隙水圧比の関係としては,

(12)

図-5液 状化安全率(FL)と 過剰間隙水圧比(β)の 関

係11)

図-4掘 削幅直径比 とマンホール高さhで 正規化 した地下水位深 さと(a)最大浮上が り量,(b)沈 下量,(c)鉛 直変位量

の関係

図-6液 状化安全率とマンホール高さ乃で正規化 した(a)浮上が り量,(b)沈 下量,(c)鉛 直変位量
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が提案されている11).この関係 を図示すると図-5の よう

になる.そ こで,FLを パラメータとし,式(12)よ り過剰間

隙水圧比を求め,式(8)と 式(9)によりマンホールの浮上量

等を推定することができる.図-6(a-c)に 示す ようにFL

が1.0以上では,浮 上が り量,沈 下量,鉛 直変位量が減少

する傾向にあることがわかる.ま た地下水面が地表面に近

いほど,す なわち4が小 さいほど,FLの 増加に対 して浮上

量等の減少する割合が急速に大きくなることがわかる.こ

れは,本 モデルにおけるマンホール側面の摩擦力が,非 液

状化層との間のみに設定されてお り,液状化層との間には

考慮されていないためであると思われ る.

3.遠 心模型 実験による推定式の検証

上で述べたマ ンホールの最大浮上量等の推定式の検証

は,本 来実被害データを以て行 うことが望ましいが,こ こ

ではまず第一段階として,あ る程度理想化された条件下で

行った遠心模型実験結果に適用するものとす る.実験に用

いたマンホール模型には,浮 上対策 がないものと浮上対策

を施 したものの二つを使用 した.こ れ らの設置状況を,図
-7と 図-8に 示す .実 験では,ひ とつの土槽内に二つのマ

ンホール模型を設置 し,同 時加振により浮上対策の効果の

検討を行った.し か し,こ こでは対策の詳細とその効果に

ついては割愛 し,無 対策の結果のみを用いて提案手法の検

証を行 う.以 下,特 に断らない限 り数値はプロトタイプス

ケール とする.

3.1実 験概要

実験は,模 型縮尺を1/20と し20gの 遠心場 において実施

した模 型 として,450×150×300(L×D×H)mm(模 型ス

ケール)の 剛土槽内に,図-7お よび図-8に 示すよ うに地

盤 とマ ンホール(図-9)を 設置 した.作 成 した地盤 及び

マンホール模型の諸元は表-1と 表-2に 示す通 りである.

なお,地 盤は7号硅砂に粘性を水の20倍 に調整 した粘性流

体を混ぜ,締 固めながら密詰め地盤(原 地盤:相 対密度約

85%)を 作成 した.次 に2.0×2.0×32mの 範囲を掘削 し,

層厚約1cm(モ デノレスケール)の 採石(粒 径約8mm:モ

デルスケール)を 敷き,そ の上にマンホール模型を設置 し

た.そ の後,掘 削範囲の埋戻 しとして,水 中落下法により

緩詰め地盤(相 対密度約36%)を 作成 した.同 じ砂を用い

て別途実施 した定水位透水試験より,粘 性が20cStの 場台

の透水係数は,相 対密度約70%で2.6×104(cm/s),約30%で

3.9×104(cm/s)であった.両 者の透水係数に有意な差が見 ら

れることか ら,埋 戻し土内で発生 した過剰間隙水圧の原地

盤内への消散は,少 なくとも加振中については,最 小限に

抑えられるもの と考えられる.

使用 したセ ンサーについて,無 対策のマンホール模型

(図-7左 側のマンホール)の み示す と,加 速度計は土槽

底面(AO),マ ンホールの上下端(A1,A2),埋 戻 し領域

地表面(A3),原 地盤表面(A4)に 計4台設置 した.変 位

計はマンホールの浮上変位計測用に1台(D1)設 置 した.

水圧計は,埋 戻し土内(P1)と マンホール底面(P2)の 計

2台設置 した.

振動台の加振制御は,遠 心アーム上に設置 したノー トパ

ソコンに無線LANを 介 して リモー トデ スク トップ接続

(Microsoft)することにより行った.そ のため加振波に加わ

るス リップ リング等によるノイズの影響は低減され る.ま

た,計 測および記録はアーム上のデータロガーに無線USB

ハブを介 して接続することにより行った.

実験は,表-3に 示すとお り合計7ケース実施 した.す べ

ての実験ケースにおいて,入 力波は図-10(e)に 示すように

波形の前後にテーパーをかけた正弦波(600g田 相当,125

Hz)を 用いた.本 提案手法の検証 として,浮 上量の最大値

を求める必要があるため,入 力地震動 としてはやや大きめ

の振巾副直と継続時間(約25秒)と した.

表-3実 験ケースと実験結果

図-7遠 心模型とセンサーの設置位置(単 位はm)

図-8マ ンホール模型設置後,埋 戻し前の状況
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図-9マ ンホール模型(内 部に間隙水圧計と加速度計を設

置)

3.2実 験 結果

加振後のマンホールの浮上の様子(図-11)か ら埋戻 し

土の沈下を観察することができる.表-3に は,浮 上量,

沈下量,そ れ らの和である鉛直変位量,地 下水位深さ,お

よび実験中に意図せずマンホール内に浸入 した水の浸水

深を示す.マ ンホール内への浸水は,水 圧計を取付けた際

の防水不良が原因である.ケ ース5と7以 外では,マ ンホー

ル内に水深約0.5mの 浸水があった.た だしケース1につい

ては未確認である.表-3よ り,浸水深が大きい場合には,

浮上が り量がやや抑制される傾向にあることがわかる.

図-10に ケース5の実験結果を示す.ま ず加速度につい

て見ると,原 地盤表面における振幅(A4)が 入力 と比較

して約2倍 増幅 していることがわかる.一 方,埋 戻 し土表

面(A3)で は液状化により約7秒以降で振幅が減衰 してい

ることがわかる.一 方,マ ンホール天端(A1)と 底部(A2)

の加速度振幅に着目すると,7秒 以降も振幅の減衰は見ら

れず,一見すると周辺地盤の液状化の影響が時刻歴に現れ

ていないように見える.し かし,特 に天端の加速度記録

(A1)に は,ス パイク状の波形が記録されていることか

ら,液状化地盤内をマンホールが動くことで液状化した埋

戻し土が体積膨脹と収縮を繰り返している(サイクリック

モビリティー)こ とがわかる.

次に過剰間隙水圧についてみると,埋戻し土内の水圧計

(図-10(c):P1)の 記録から埋戻し土が液状化しているこ

とがわかる.一方,マ ンホール底部の水圧(図-10(d):P2)

は,加振前の初期有効上載圧の約3分の2程度の上昇に留ま

っている.こ のことより,浮上がりに伴いマンホール底部

には負圧が発生していることが示唆される.図-10(d)か ら

読み取ることのできる負圧発生の継続時間は約10秒間で

あるが,この間継続してマンホール直下に埋戻し土が回り

込んでいるものと思われる.いったん回り込んだ土が液状

化状態にあるのかどうかは不明であるが,加振終了後マン

ホールが沈下しないことから,回 り込んだ土は非液状化状

態にあったものと考えられる.こ のことから,負圧が回復

できる程度にマンホールの上昇速度が小さければ 回り込

む土が少なくなるため浮上量は小さくなるものと推察さ

れる.図-10(d)に は,過 剰間隙水圧の時刻歴と共に,加振

中の浮上量で補正した有効拘束圧(約20秒 まで)と,加 振

後の浮上量残留値による有効拘束圧(約20秒以降)を示す.

これによると約20秒で過剰間隙水圧が加振後の有効上載

圧にほぼ等しくなっていることから,加振継続中ではある

が,こ の時屯で浮上がりが停止したものと思われる.

浮上量の残留値に差異はあるものの,上で述べた傾向は,

7つの実験ケースすべてにおいて共通して見受けられた.

図-10実 験ケース5に おける計測 直
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図-11加 振後のマンホール(ケース5)

3.3推 定式の検証

遠心模 型実験は6mが0.0の 場合(ケ ース1)と033の 場合

(ケース2か ら7)に ついて行った.先 と同様,表-1と 表
-2に 示すパ ラメータを式(8)と式(9)に代入 し,d/h=0.0と

033に 対 しプロッ トした図が図-12で ある.た だし,地 下

水位面より上方については,マ ンホール側面 と土 との間に

摩擦を考慮 している.今 回比較するのは,浮 上がり対策の

ない場合なので,過 剰間隙水圧比は1.0とする.同 図より,

実験で得 られた浮上量 と沈下量は,両 者共に提案法で規定

される最大値の範囲内に収まっていることがわかる.た だ

し,こ こでは浮上を正に,沈 下を負にとっている.

図示す るにあた りマンホールに取付 けたセンサーの重

量は考慮 しているが,マ ンホール内への浸水による重量増

加は考慮 していない.浸 水の影響 として,05mの 浸水を

考慮すれば,浮 上量の予測曲線は,図-12に 点線 で示す も

のとなる.こ れによると,浸 水 した水の影響によりマンホ

ール長 さに対 しわずか約2%程 度浮上量が小 さくなるにす

ぎないことがわかる.し たがって,実 験において浮上量が

小さくなった原因は,マ ンホール内への浸水だけでは説明

することはできない.そ こで,図-13に 示すように,入 力

加速度振幅最大値と浮上量の関係について見ると,加 速度

振幅の範囲は約1m/s2で あるが,浮 上量には約25倍 の差が

生 じている.用 いた実験装置の制約により入力振幅の精度

を上げることは困難 であったが,こ の点については今後検

討を要する.一 方,埋 戻 し土の沈下量については,入 力加

速度振幅の影響は顕著に見 られなかった.

地下水位が地表面に一致するd/h=0.0の ケース1につい

ては,提 案式による予測範 囲内には収まってはいるが,浮

上量が予測 直を大幅に下回っている.こ れは,実 験ケース

1では,地 下水面が地表面に一致 しているため,埋 戻 し土

が非排水条件になってお らず,間 隙水圧が地表面で急速に

消散する結果,浮 上がり量が小 さくなったものと考えられ

る.そ こで,液 状化安全率としてFL=1.3の場合に予測 され

る曲線を図-14に 点線で示す と,d/h=0.0の 場合の実験値

付近を通る曲線 となる。ただ し,こ こでのFLの値は実験値

(d/h=0.0に おける浮上,沈 下量)に 合 うものとして設定

したが,例 えば過剰間隙水圧の消散を狙った対策工など7)

のように,そ の有効性をFL値あるいは過剰間隙水圧比に換

算できる場合には,本 手法を活用することができる.

地震時のマンホールの浮上がり量は,原 地盤 と埋戻 し土

の土質特性や振動特性だけでなく,地震動の振幅,振 動継

続時間,振 動数特性などにより大きく変動ずるものと推察

される.本 研究で提案ずる簡易法は,加 振継続時間が十分

に長い場合について,マ ンホール浮上時の力の釣り合い式

を解いて得られるものであり,急激な浮上がりにより上向

きの慣性力が働き,勢いよくマンホールが飛び出す場台や,

浮上後の沈下については考慮していない.

図-12実 験結果と提案法により予測される最大浮上が

り量と最大沈下量:浸水によるマンホール重量の増加を考

慮した場合を点線で示す

図-13入 力加速度振幅最大値と浮上量

4.ま とめ

マンホールの浮上がり現象は,大地震後に見られる被害

としては比較的小規模であるが,地 震直後の復旧活動,さ

らには,そ の後の市民生活に与える影響は大きい.近 年の

調査研究により,その発生メカニズムは解明されつつあり,

その主な原因が埋戻しに用いた砂質土の液状化であるこ

とがわかってきた.本 研究では,こ れまでに明らかになっ

た浮上がりの発生メカニズムを基に,地震前の地盤高さを
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図-14実 験結果と提案法により予測される最大浮上が

り量と最大沈下量:液 状化安全率(FL)を13と した場合の

曲線を点線で示す.

基準に,マ ンホールの浮上体積と埋戻し土の沈下体積とが

等体積であるという条件下で力のつ りあい式を解 く事に

より,マンホールの最大浮上量と埋戻し土の最大沈下量の

簡易推定式を導出した.こ れにより,埋戻し土の単位体積

重量,地 下水位,掘 削幅の影響等を定量的に考察すること

ができることを示した.ま た,埋 戻し土の液状化安全率と

過剰間隙水圧比との関係を用い,液状化安全率に対する最

大浮上量を推定することができることを示した.今 後,浮

上がり対策工の有効性などを検討するに当たり,その有効

性をFL値に換算できる場合には,本提案手法を活用するこ

とができる.

また,本 手法の適用性を検証するに当たり,遠心模 型実

験結果との比較を行った.実 験には20分の1の模型を用い

20gの 遠心場で行った.実 物を模擬するため,ま ず密詰め

砂質地盤を作成したあと,マ ンホールの直径の約2倍の範

囲を,ほ ぼマンホール長に等しい深さまで掘削し,底面に

砕石を敷いた上にマンホール模型を設置した.その後水中

落下法により,緩い埋戻し地盤を作成した.実験で得られ

た浮上量と沈下量はばらつきはあるものの,すべての実験

ケースで提案手法で得 られる最大値以内に収まっている

ことが確認された.実験結果のばらつきの原因のひとつと

して,浮 上量と入力加速度の関係が挙げられる.実験で入

力 した加速度振幅の最大値は約6か ら7m/s2の範囲でばら

ついているが,この値と浮上量との間には正の相関が見受

けられる.このことは浮上量が入力加速度振幅の最大値に

大きく依存することを示している.

地震時のマンホールの浮上量は,原地盤と埋戻し土の土

質特性や振動特性だけでなく,地震動の振幅,一 継続 時

間,振動数特性などにより大きく変動するものと推察され

る.本研究で提案する手法は,加振継続時間が十分長い場

合について,マ ンホール浮上時の力の釣 り合い式を解いて

得られるものであり,急激な浮上がりにより上向きの慣性

力が働き,勢 いよくマンホールが飛び出す場合や,浮 上後

の沈下については考慮 していない.本提案手法を実務に適

用するに当たってはこのような限界について認識 してお

く必要がある.
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